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 １．プロジェクト概要 



1-1. 提案者の概要 3 

会社名   関西電力株式会社 

資本金[単独]   4,893億円 

総資産[単独]   67,689億円 

発電設備 
  水力 
  火力 
  原子力 
   新ｴﾈﾙｷﾞｰ等 
  合計 

 発電所数  認可最大出力(MW) 
   151         8,222 
       12             19,441 
     3               9,768 
     3                    11 
     169             37,442  

従業員数[単独]   20,628名 

2015年3月31日現在 



1-2. プロジェクトサイト 4 

業  種 合成繊維メーカー 

所在地 バンコク周辺 工業団地内 

業務内容 合成繊維など 

 日本の大手合成繊維メーカーのタイ現地法人の生産工場 
 
 合成繊維などの製造を行う当該プロジェクトサイトは電気・熱需要が多く、ＪＣＭプロジェクトの推進に適している 
   との想定の下、ＪＣＭ実現可能性調査を実施 

実現可能性調査 



1-3. プロジェクト立案の経緯･背景 5 

 関西電力は、国内の需要家に対して、省エネ・省CO2に
つながるシステム提案等のエネルギーコンサルを年間2,500
件程度実施。 

 

 将来的な事業領域の拡大方策のひとつとして、需要家の
CO2排出係数の低減や電力品質向上、電力および蒸気
のコスト低減の潜在ニーズの高い海外において、ESCO等
のエネルギーサービス事業を展開したいと考えている。 
 

 現状において、雷害等に起因する停電による製品被害や
機器修理等が発生していること、また、環境面から高経年
化する既設石炭ボイラの更新は困難であること、等の課題
を抱えている。 

 今後、生産拠点として、電力需要および蒸気需要の伸び
も想定されている。 

 
 信頼性および経済性、環境性に優れ、かつ今後想定される 
 需要増加にも柔軟に対応できるユーティリティ設備の構築が 
 重要な課題に。 

◇ 『ホスト国においてＪＣＭプロジェクトを実施したい』 提案者の意向 

◇ 『省エネ･省コストを実現させたい』 プロジェクトサイトの意向 

◇ 『エネルギーの効率利用を推進させたい』 ホスト国の動向 

提案者の意向 プロジェクトサイトの意向 

 電力の需要増加が見込まれる中、将来的なエネルギーコス
ト増大が課題として認識され、エネルギー利用の効率化が
指向されている。 

 タイ国の持続的発展に貢献する取り組みとしてコージェネ
レーションを政策的に優遇する制度も。 

ホスト国の動向 

ＪＣＭ実現可能性調査を 
      行うことに 



1-4. プロジェクト概要 6 

 プロジェクトサイトにおいて、高効率のガス焚コージェネレーションシステムを導入し、地方配電公社から受電している 
  系統電力と、工場内の石炭焚所内ボイラから供給されている蒸気を代替することで、ＧＨＧ排出削減を図る 
 
 加えて、工場内のユーティリティ設備のエネルギー効率向上によって、更なるＧＨＧ排出削減を図る  

＜プロジェクト実施前＞ 

地方配電公社 

プロジェクトサイト 

石炭焚 
所内ボイラ 

系統電力 

蒸気供給 

＜プロジェクト実施後＞ 

プロジェクトサイト 

ガス焚コジェネレーション 電力供給 

蒸気供給 （排熱利用） 

系統電力 地方配電公社 

石炭焚 
所内ボイラ 

蒸気供給 

電気・熱供給の２重化 



 ２．調査内容 
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環境省 
㈶地球環境センターさま 

 
 

大手合成繊維メーカー 
現地法人 

  
 ・ニーズ提供、実施協力 

 
 

委託契約 

現
地
調
査 

外 注 

 
 

Thai Obayashi 
 

 ・建屋基礎、構造検討 

 
 

三菱重工業 
(Asia Pacific, Thailand) 

 

 ・CGS設計 
 ・遠隔監視設計 
 

技
術
支
援 

協力先 

協力先 

受託者 

外注先 

プロジェクトサイト 

関西電力 
 

・事業化検討取り纏め 
・システム検討 
・実態調査   

 

Kinden (Thailand) 
 

 ・既設設備の実態調査 
 ・CGS設置に係るEPC検討 
 ・VSPP制度等に係る調査 

 提案者である関西電力を中心に、プロジェクトサイトの調査等をきんでんタイランドに外注しつつ、得られたデータを 

  基に、協力先であるタイ大林や三菱重工業のサポートを得ながら、最適なシステム設計を行うなど、適宜外部との 

  連携を図りながら実効性ある調査を実施 
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１．政策・市場調査 
 

   タイにおける省エネ・省CO2支援制度の有無、内容および活用時の条件等を中心に、政府機関などへのヒアリング 
    を通じて調査を実施 
 

２．資金計画 
 

 ・ 初期費用：設立予定の現地法人の出資者、出資比率、設立時期等に関して検討し、工事計画で算出する 
          初期費用に充当する資金の調達方法を具体化 
 ・ 運営費用：売電･売熱単価、ESCO事業単価の設定に関する調査（燃料調達価格の売電・売熱料金への織込み方法等） 

                         VSPP制度の活用に向けた調査、確実な資金回収方法について調査 
 

３．概略設計 
 

  プロジェクトサイト内の既設設備やエネルギー利用状況を把握した上で、最適なCGSのシステム設計やESCO 
  スキーム等の活用を含めたユーティリティ設備のエネルギー利用効率の向上策を検討 
 

４．工事計画 
 

  概略設計を基に建設費の算出を行うとともに、稼動開始までのリードタイムについて、CGS設置に係る関係法令 
  および必要となる手続き（環境影響評価等）のヒアリング調査等を通じて検証 
  また、EPC体制についても工事計画の中で併せて調査 
 

５．運営計画・実施体制・MRV体制 
 

  O&MおよびMRVに係るより効率的な運営方法を構築すべく、関西電力が中心になって設立する現地法人を 
  中心に、きんでんタイランド、関西電力等との協業等のあり方を検討 



 ３．調査結果 
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 関西電力およびきんでんグループにて出融資して設立する現地法人を実施主体とし、プロジェクトサイトに対して、 

  売電・売熱事業などを実施するにあたり、建設から運転・保守を一貫して、経験豊富で、高い技術力を有する 

  日系企業が行う 

大手合成繊維メーカー 
現地法人 

地方配電公社 



使用実態の結果を踏まえた最適なＣＧＳの選定 エネルギー効率の向上につながる検討 

(ユーティリティ設備の更新等) □ 重要負荷に対する停電対策電源として活用 

□ 発生する蒸気等の生産プロセスへの供給 

□ ＮＯｘ規制に対する脱硝装置の検討 

3-1.（2）事業実現に係る調査結果（設計） 12 

 最適なエネルギーシステムの構築に向けて現地調査・ニーズ聴取の後、「当該サイトの設備棚卸し」「測定によるエネ 

  ルギー使用実態の徹底的な把握」を行った上で、以下のシステムを検討・設定 

ガスエンジン 



3-1.（3）事業実現に係る調査結果（運用計画） 13 

※ＧＨＧモニタリング画面 ＧＨＧモニタリング・運転管理の体制 

 日々の運用である｢ＧＨＧモニタリング｣・｢運転管理｣については、遠隔に現地法人が実施 

 運転データは、現地法人および遠隔監視センター（日本）にて日常監視し、データは集積される 

 ＧＨＧに影響を及ぼすＣＧＳの異常をきたした場合は、現地法人もしくは遠隔監視センターを通じ、現地メーカー 

  に情報が入り、対応することを計画 
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許認可名 申請機関 審査期間 備 考 

会社設立登記 
商務省 
事業開発局 

1～2ヶ月程度 
商号の予約、基本定款の作成・登記、創立総会、
株式の払込等を経て、設立登記が必要。 

工場設立・ 
操業許可 

タイ工業団地公社 数ヶ月程度 
5馬力以上もしくは5馬力相当以上の機械を使用
する場合、工場法上の「工場」に該当 
し、工場設立・操業許認可が必要。 

電気事業関係 
（ガス使用含む） 

エネルギー規制委員会 数ヶ月程度 
電気事業（ガス使用含む）を行うにあたり、
Energy Industry Act 2007の定めにある許認
可が 必要。 

投資奨励 タイ投資委員会 6ヶ月程度 

以下の恩恵を受けるため、認可申請。 
a) 外資100％での会社設立が可能 
b) 土地購入可能 
c) 労働許可証取得手続きの簡素化 
d) 法人税3年免除 
e) 機器設備に係る輸入関税減免 

環境影響評価 
天然資源・環境省 
環境政策計画局 

14～16ヶ月程度 

10MW以上のガス火力の場合、国家環境保全推
進法により、建設開始前に環境影響評価（EIA: 
Environmental Impact Assessment）の実
施義務が課せられる。 

【プロジェクト実施における主な許認可】 

 本プロジェクトは、環境影響評価の対象となることが判明。実施に１年以上を要し、スケジュールに大きく影響 

 本プロジェクトは、投資奨励の対象となることが判明。事業の採算性向上に資する取組みとして、申請を検討 
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基準１ 天然ガス焚きのガスエンジンを導入し、熱電併給するプロジェクトである。 

基準2 
ガスエンジンによる電力の排出係数は、当該地域の国/地域の電力会社からの系統電力よりも低く、ガスエンジ
ンで発電した電力の供給によって系統電力を代替する。 

基準3 
ガスエンジンによる熱の供給先は、石炭焚の所内ボイラを保有しており、導入プラントで生成した蒸気の供給に
よって、石炭焚の所内ボイラからの蒸気を代替する。 

基準4 
ガスエンジンで生成された温水を活用した吸収式冷凍機を導入し、そこで得られた冷水が、既存のターボ冷凍
機等によって生成された冷水を代替する。 

基準5 
本プロジェクトで生成される電気、蒸気、冷水は本プラントが設置される工場にのみ供給され、国/地域の電
力会社や近隣工場へのエネルギー供給は行わない。 

基準6 本プロジェクトで導入するガスエンジンの単体での発電効率は48%以上とする。 

基準7 本プロジェクトで導入する吸収式冷凍機の成績係数は0.7以上とする。 

基準8 本プロジェクトで導入するコジェネレーションシステムとしての総合エネルギー効率は75%以上とする。 

ガスエンジンコージェネレーションを用いたオンサイト発電プロジェクトを念頭に、生成される温水の利活用方法にまで 

範囲を広げて適格性要件を定立した 



排ガス 
蒸気ボイラ 

電気 

30℃ 
ボイラ給水他 

発電機 

温水 

ボイラ給水 

天然ガス 

脱硝装置 

温水 

温水吸収式冷凍機 

7℃ 

12℃ 

冷水 

蒸気 

電気 

温水 

温水 

蒸気 

排ガス 
温水ボイラ 

熱交換器 

ガスエンジン 

3-2.（2）JCM方法論に係る調査結果（CO2削減量推計） 16 

地方配電公社
（PEA） 

既設石炭焚ボ
イラ 

既設ターボ冷
凍機 

GHG排出削減量 ＝ リファレンス排出量－プロジェクト排出量 ＝ 62,000－40,000＝22,000t-CO2/年 

蒸気供給
量減!! 

冷水供給
量減!! 

受電電力
量減!! 

受電電力
量減!! 

天然ガス
消費!! 

補機用  
電力消費!! 

＜リファレンス排出量設定の考え方＞ 

□ 既設石炭ボイラの給水予熱のために供給する温水によるGHG排出削減効果は加味しない。 

□ 既設石炭ボイラの熱効率として、実績値よりも保守的な概算値を用いる。 

□ 吸収式冷凍機による供給冷水は、最も効率の良い既設のターボ冷凍機からの冷水を代替したとみなす。 

リファレンス
排出量の設
定から控除 

保守的な
熱効率 

最も効率
の良い数
値を採用 



 ４.今後の流れ 
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□ 今後の想定スケジュール  （上記の課題解決が最優先。2017年度に補助金申請できる場合） 

項目 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

JCM申請 

環境影響評価 

建設工事 

投資奨励 

各種許認可 

各種契約締結 

１．事業性評価 
 

 ＪＣＭ設備補助がない場合の事業性はなく、ＪＣＭ設備補助で初期費用を抑制でき
ても依然事業性は厳しい水準 

２．ホスト国における補助制度 
 

 ＢＯＩ投資奨励政策に関しては、ＪＣＭ設備補助金と重複活用できない可能性 

３．エネルギーサービス契約 
 

 ＣＧＳの法定耐用年数である１５年にわたる長期契約を想定 
 ガス価格の変動や過去に発生した洪水などの不可抗力時における対応が論点 

４．許認可関係 
 

 環境規制に明確な基準がない、といった不確定要素 
 会社設立や環境影響評価など各種手続きには、数ヶ月～年単位の時間を要する模様 

□ 今後の課題 

天然ガス供給・EPC・O&M・エネルギーサービス契約等 

会社設立・工場設立許可・電気事業関連許可等 

6ヶ月程度 

14～16ヶ月程度（試運転含む） 

14～16ヶ月程度 

6ヶ月程度 




